
＊１　文部科学省「全国学力・学習状況調査」の質問調査の結果。　＊２　文部科学省「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果。　＊３　日本経済新聞社の 2026 年４月
17 日づけ記事。文部科学省「第４期教育振興基本計画」において、ウェルビーイングに関する指標とされた「全国学力・学習状況調査」の質問調査の９項目について、小・中
学生の回答を分析した結果に基づいている。　

　県の教育目標として「ふるさとを愛
し、社会を支える自覚と高い志にあふ
れる人づくり」を掲げる秋田県は、文
部科学省「全国学力・学習状況調査」
において、調査開始当初から全国上位
を堅持している。特に記述力が高く、
2025年度の同調査の小学校国語で
は、記述式問題の平均正答率が全国平
均を約７ポイント上回った。安田浩幸
教育長はその背景をこう説明する。
　「本県は昭和30年代に行われていた
旧全国学力テストでは結果が低迷して
いました。そうした課題を受け、教育
委員会（以下、県教委）が約30年前に
『秋田の探究型授業』（以下、探究型授業）
の実践を提唱し、今日まで継続してい
ます。探究型授業は、子どもが自ら課
題を見つけ、他者との対話を通して課
題を解決し、学びを振り返る授業で、
その本質は現行の学習指導要領が実現
を目指している『主体的・対話的で深
い学び』と重なります。主体的に学び
を深めるからこそ知識・技能が定着し、
他者と意見を交わす経験が高い記述力

につながっていると考えています」
　生活習慣調査＊１や体力テスト＊２の結
果も同県は全国上位に位置しており、
2026年４月には子どもの幸福感が全
国１位と報じられた＊３。
　「家庭の支えもあり、本県の子ども

は規則正しい生活習慣と体力を身につ
けています。加えて幸福感も高く、喜
ばしく思います。そうした心身の良好
な状態が日々の確かな学びを支えてい
ると考えています」（安田教育長）

　全教科で実践されている探究型授業
は、子どもが学びの見通しを持ち、個

「問い」と「振り返り」で深い学びに導く
探究型授業を組織的に実践

事例 1

秋田県教育委員会
文部科学省「全国学力・学習状況調査」の開始以来、結果が常に全国上位に位置する秋田県。約 30 年前から、子ども同士
の対話を通じて学びを深める「秋田の探究型授業」を実践している。子どもの中で知識・技能が概念化されて生きて働く学力
となるよう、子どもの発した問いを基にめあてを設定するとともに、次の学びに活用することを意識した振り返りを行っている。

生活習慣も体力も全国上位。
良好な心身が学びの土台

子どもが発した問いを基に
めあてを設定

2015 年度に生活習慣や家庭学習の指針「秋田わか杉 七つの『はぐくみ』」
を策定し、学校・家庭・地域が一体となった「オール秋田」で子どもを
育成。2025 年 3 月策定の「第４期あきたの教育振興に関する基本計画」
では、「地域に根差したキャリア教育」と「“『問い』を発する子ども”の
育成」を重点課題に掲げ、関連施策を展開している。

人口　約 86 万 7,000 人　面積　１万1,637㎢
公立学校数　小学校 162 校、中学校 98 校、義務教育
学校３校、特別支援学校 14 校、高校 44 校　児童生
徒数　小学生約３万2,000人、中学校約１万9,000人、
高校約１万 8,000 人　教員数　約 6,000 人
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と集団の学びを通じて考えを深めるた
めの４つの基本プロセス（図１）から成
る。それらは必ずしも左から右へ１つ
ずつ進めるものではないと、義務教育
課学力向上・教育情報化推進チームの
真
ま

崎
さき

敦史チームリーダーは説明する。
　「基本プロセスは１コマの授業で完
結させなければならないものではな
く、単元全体の中で学習目標や子ども
の状況に応じて弾力的に展開されてい
ます。例えば、自分の考えを持って集
団で話し合った後、再度個人で思考を
深める場を設けたり、単元導入時に１
コマを丸ごと使って学習の見通しを持
たせたりする場合もあります」
　現在は、「“『問い』を発する子ども”
の育成」を掲げ、探究型授業のさらな
る充実を図っている。その手立ての１
つが、子どもが発した問いを基に単元
全体や１コマのめあてを設定すること
だ。同チームの矢吹敦

あつし

指導主事は、子
どもが必要性や課題意識を感じながら
学べるよう、子どものワクワク感を何
よりも大切にしていると語る。
　「先生方には、目指す子ども像を明
確にし、子どもが発する『問い』を想
定した授業づくりをお願いしていま
す。その上で、想定した『問い』が出
なくても本時のねらいを踏まえつつ、
子どもの言葉を生かしてめあてを設定
することや、『コンパクトでインパク
トのある導入』を合言葉に、導入に必
要以上に時間を割かず、必要な活動に
十分な時間をかけられるようにするこ
との大切さを伝えています」

　県教委では、子どもが自ら問いを発
し、学びが深まるよう、「振り返り」も
重視している。総合教育センター教科・
研究チームの田口牧

つかさ

主幹はこう語る。
　「一般的に振り返りは授業の終わり
に行いますが、振り返りを活用するの
は新しい単元や授業の導入時です。振

り返り時に習得した資質・能力を整理
できていれば、導入時にそれまでの振
り返りと新しい学習内容を結びつけ
て、『この時はどうなる？』といった
新たな問いや、『あの知識が使えるか
も』といった解決への見通しが生まれ
やすくなります。単元をまたいだ『学
びの連続性』も実感できるはずです」
　さらに、振り返りを学習内容のまと
めに終わらせず、学習の内容や方法を

「他の学習や生活で生かせるか」といっ
た視点で整理し、概念化することを目
指している。そのためには、授業や日
常生活で子どもを見取り、粘り強く支
援することが必要だと、同センター研
修チームの藤

ふじ

谷
や

寛
ひろし

主幹は語る。
　「『これはこう使える』などと、子ど
もが学んだことを自ら価値づけし、必
要性を感じて活用する経験を繰り返す
ことが、生きて働く学力や自己調整能
力の育成につながります。そのような
子どもを育てるためには、教科や日常
生活との結びつきを踏まえて、学習の
内容や方法が別の場面で応用できる機
会を単元計画に組み込むことが求めら
れます。それは難しく、想定通りに授
業が進まないことも多々ありますが、
概念化までを意識した単元計画の重要
性は先生方に繰り返し伝えています」
　振り返りではデジタル活用を推奨。
ある学校は、「既習事項とのつながり」
「これから生かしたいこと」といった
内容別に色を変えた付せんに入力さ
せて電子黒板で共有したり（写真１）、
次に役立つと自分が思う学習内容など
をクラウド上の「学びの宝箱」に蓄積
したりしている。デジタルであれば量
が多くても１か所に蓄積でき、いつで
も自分が学んだことを引き出せる。

　デジタル以外にも、振り返りの内容
を模造紙に書いて教室に貼ったり、小
型の可動式ホワイトボードに振り返り
を貼って教員が授業ごとに移動させた
りするなどの方法を提示している。

　同県の強みは、県内８地区＊４の授業
研究会や年次研修、指導主事の学校訪
問などを通じて、多くの教員が目指す
授業のイメージを共有できている点に
ある。そうした場では「対話」を大切
にしていると、同センター研修チーム
の赤川嗣

つぐ

昭
あき

主任指導主事は説明する。
　「2008年頃から、県の教員研修は指
導技術を評価する形から、参加者がア
イデアを出し合い、整理・分類しなが
ら単元計画や１コマの授業をつくる形
に転換しました。それが全県に普及し、
各校の授業研究においても教員が協働
で授業づくりをし、事後研究では改善
案を出し合うことが浸透しています」
　授業研究では、子どもから想定した
問いが出ない場合や学習内容から逸脱
した発言が出た場合の対応のあり方な
どについても、各自が考えや実践を出
し、共有し合う。そうした授業研究を

写真１　ある小学校は、端末の付せん機能を活用
し、振り返りを「分かったこと」（ピンク）、「参
考になった友だちの考え」（青）、「既習事項との
つながり」（緑）、「これから生かしたいこと」（黄）
と色分けして入力し、学級内で共有している。

＊４　秋田県には３つの教育事務所と５つの出張所がある。

学習の
見通しを
持つ

自分の
考えを持つ

集団（ペアや
グループ、学級）
で話し合う

学習の内容や
方法を
振り返る

４つのプロセスは弾力的に活用するものであるため、順序を示す矢印はつけていない。
※秋田県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

別の場面での活用を意識して、
学習の内容や方法を概念化

「秋田の探究型授業」の基本プロセス図 1

協働で授業づくりを行い、
目指す授業のイメージを共有
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新採時から積み重ねるため、教員には
子どもの発言や発する問いを大切にす
る姿勢が身につき、目指す授業のあり
方の共通理解も図れるという。
　「授業づくりの段階で想定外の事態
への対応の仕方についても検討するた
め、例えば子どもから誤答が出ても、
『この答えについてどう思う？』など
と、教室全体の学びの機会にすると
いった、柔軟な対応を取ることが先生
方に浸透しています」（田口主幹）

　県教委は伴走型支援で実践的な授業
研究を後押ししている。2024・2025
年度に実施した「ＩＣＴを活用した授
業力向上事業」では、３校のモデル校
１校あたり２人の指導主事が担当とし
てつき、各校に年20回ほど訪問して
単元計画や授業づくりの議論に加わっ
た。時には指導主事もチーム・ティー
チングに加わって子どもの様子を間近
で見取るなど、現場とともに授業改善
を進めた。モデル校からは「指導主事
にすぐに相談できてよかった」「指導
主事が一緒に研究を進めてくれたのは
心強かった」といった声が上がった。
　「かつては指導主事が学校の実践を
評価していましたが、本事業では問い
の設定や子どもへの声かけなどについ
て指導主事が教員と一緒に振り返り、
どうすれば適切だったのかを考えま
す。私たち指導主事も、支援を通じて
授業がさらによくなり、子どもの表情
が生き生きと変化する場にいられたこ
とは大きな喜びでした」（矢吹指導主事）
　なお、授業研究会の運営面での準備
や実践の記録などは指導主事が担当
し、現場の負担軽減に努めた。
　

　県教委による明確な指針の発信も、

教員が目指す授業をぶれずにつくるこ
とに欠かせない。年２回行われる「全
県指導主事連絡協議会」には、県及び
市町村の教育委員会の指導主事等が教
科ごとに集まる。各指導主事が学校訪
問を通じて感じた成果や課題を共有す
るとともに、「全国学力・学習状況調
査」や県独自の学習状況調査＊５の結果
などを踏まえて、学校教育の方針と当
該年度の重点を示した「学校教育の指
針」を策定し、全県に発信している。
　現行の学習指導要領の実施時には、
「主体的・対話的で深い学び」と探究
型授業を結びつけて授業改善の方向性
を示した「A

ア キ タ ラ ク テ ィ ブ

kitaractive E
ア イ

ye」を作成。
さらに、「ＩＣＴを活用した授業力向上
事業」では、探究型授業で大切にして
きた暗黙知を、①授業を楽しむ、②必
要感などの10個の「授業力のキーワー
ド」（図２）という形式知として示し
た。学力向上・教育情報化推進チーム
の佐々木修一副主幹はこう説明する。
　「指導主事が学校訪問する際の視点
にして助言でき、校内の授業研究も先
生方が同じ視点を持って取り組みやす
くなりました。特に学校規模の縮小に
よって担当が１人の教科がある中学校
でも、例えば②必要感をテーマにすれ

ば、教科を超えて同じ視点で授業を見
取れるため、学校全体で授業研究を実
施できます（写真２）」
　次期学習指導要領を見据えた学校支
援も、これまで通り、現場が子ども主
体の授業ができるように支えていく。
　「議論が進んでいる次期学習指導要
領については、議論の資料を精読し、
教育の不易を土台にしつつ、時代に即
した授業の本質を重点化するものと理
解しています。私たち教育委員会の役
割は、そうした点を踏まえ、先生方が
安心してこれまでの実践を基盤とした
質の高い授業改善にまい進できるよう
に支えていくことです。これからも全
力で現場に寄り添っていきます」（真
崎チームリーダー）

写真２　「授 15 業力のキーワード」を活用した
校内の授業研究では、教員がそれぞれ見取りや声
かけなどについて自分の考えを付せんに書き、似
た内容をグループ化して、よかった点や課題を可
視化していった。

＊５　毎年、対象学年の悉
しっかい

皆で、小学４・５年生は国語、社会、算数、理科、中学１・２年生は国語、社会、数学、理科、英語の学力調査と、学習意欲等に関するアンケートを実施。

キーワードは単独で意識するだけでなく、かけ合わせれば他のキーワードの実現に向けた相乗効果を生み
出すことができる。例えば、❺ＩＣＴの活用×❿振り返りで❷必要感を生み出す、❸ねらいの明確化×❾言
葉かけで❼児童・生徒が主役となる、などだ。　　　　　　　※秋田県教育委員会の提供資料を基に編集部で作成。

❶ 授業を楽しむ
教員自身が授業を楽しんでいる。

❻ 見取る力
児童生徒や学級の状況を、表情やつぶやき、ノートやタ
ブレット等への記述内容から見取っている。

❷ 必要感
児童生徒が必要感を持って「解決したい」と
思えるように、導入の手立てを工夫している。

❼ 児童生徒が主役
児童生徒が自分で解決方法を見いだしたり、助け合った
りしながら学習を進めることができるように、教員の指
示や発話の量を調整している。

❸ ねらいの明確化
本時で何ができるようになればよいかを明確
にしている。

❽ コーディネート
分かっている・できている児童生徒が活躍するだけでな
く、困っている児童生徒の考え等も生かしながら、「分
かった」、「できた」につなげている。

❹ 学習習慣
発表の仕方、話の聞き方等の学習習慣が身に
つくように働きかけている。

❾ 言葉かけ
授業の様々な場面で、児童生徒の発言や頑張ろうとする
姿、挑戦する態度等を受容的に取り上げ、認める言葉か
けを行っている。

❺ ＩＣＴの活用
授業の様々な場面で、ＩＣＴ等の効果的で伝
わりやすい方法を児童生徒が選択して活用で
きるようにしている。

❿ 振り返り
本時の学びや自身の変容を自覚できるように、振り返り
の時間を確保している。

「授業力のキーワード」図 2

教委は伴走型支援で
現場とともに授業をつくる

キーワードを切り口に授業を
見取り、教科を超えて議論
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